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（44）東レ（2009）。（http://www. toray.co. jp./news/carbon.2009.04.22）（2010.07.11）。 
 
 
（45）同上（2010）（http://www. toray.co. jp./news/.2010.05.10）（2010.07.11）。 
 














































































































略が重要な経営結果に差をもたらす厳しい教訓である。（54）                      
1-3-4顧客との融合化開発を価値づくりと考えるパラダイムを確立しようとする内容と課題 






































































































































































                                                   



















































































































 出荷額 付加価値額 就業人員 
全国合計 289兆円 90兆円 766万人 
鉄鋼・化学 36.6兆円 9.1兆円  30.45万人 
出所：  経済産業省の『工業統計調査』（2011）（1） 





















































 売上 営業利益 売上 営業利益 売上 営業利益 売上 営業利益 
ＪＦＥホ－ル
ディングス 












































































年の粗鋼の生産額は、10,760万トンである。（過去最高は 2007年の 12,020万トン、最低は 2009
年の 8,753万トンである）そのうち輸出量が 4,123万トンある。（2）業界の売上高（2010年度）































工場群を展開し一貫製鉄プラントの建設には条件によるが、5,000 億円から 1 兆円を要すると
いわれる。日本の粗鋼生産額では、この分野が 80％を占める。平電炉メ－カ－は、主として、
屑鉄などを処理して建築用鉄材などを生産している分野である。本稿は、高炉メ－カ－を主に









表 2-3-1鉄鋼高炉メ－カ－の出荷高推移            単位：兆円 
出所：経済産業省『工業統計調査』（1993、2002、2012）（5） 






年 出荷高 労務費 就業人員 原材料 付加価値額 生産事業所 有形固定資産高 粗鋼生産高 
1992 5.42 0.62 84,901 2.54 0.71 19 7,260億円 0.989億トン 
2001 3.85 0.37 46,825 1.79 1.64 16 2,643億円 1.02億トン 




年までの間、2001年を挟んで前後 10年間の計 20年間に 1億トン前後でほとんど変化がないこ















































































る動きもあり、新たな問題を抱える状況にある。そのための対応策の実行が必要である。（9）     
因みに、新日鉄における鉄鋼製品の国内単体価格は、1991年 8.3万円/トン、2001年 5.0万
円/トンとある。『鉄鋼新聞』などで見る鋼材市況でも 2007年 8.0万円 /トン台が並び 2012年
は、総じて、一般鋼材で 8.0～9.0万円/トン台である。一方、高級鋼の市場価格では、この時

















る。輸出額が 0.7兆円である。業界の付加価値額は 15兆円と高く、売上高経常利益率は 7.5％
である。経常利益は、1992 年と 1993 年が、国内のバブルの崩壊と新興国の大型プラントの稼
動などで売上減や売価の低迷があり、それぞれ△247億円と△742億円の赤字になった。それ以
外は、堅調で、黒字基調を続けている。従業員 88 万人、研究開発費 2.3 兆円、設備投資費額
1.3兆円と投入レベルが高い。化学企業におけるエネルギ－使用原単位は、マイナス 17％（対























































































































                                                   
 
（14）経済産業省（1993、2002、1012、）各5頁。 
年 出荷高 労務費 就業人員 原材料 付加価値額 生産事業所 有形固定資産高 エチレン生産                  
1992 1,523 0.1396 21,874 0.7356 0.376 191 1,157億円   610万トン 
2001 1.44.1 0.1139 16,653 0.716 0.633 190 562億円    736万トン 























表 2-4-4 合成繊維と炭素繊維企業の出荷高推移・兆円 出所：経済産業省『工業統計調査』（1993、2002、2012）（16） 
なお、2011年の炭素繊維欄は、炭素繊維関連分を表示している。 
                                                   
（15）経済産業省（1993、2002、2012）各5－6頁。 
（16）経済産業省（1993、2002、2012）各3頁。 
    
 
年 出荷高 労務費 就業人員 原材料 付加価値額 生産事業所 有形固定資産高  
1992 5.60 0.404 86,536 1,548 3.278 863 2770億円 
2001 6.041 0.50 81,106 1,737 3.937 777 2623億円 
2011 6.916 0.446 82,778 2,082 3.775 546 3277億円 
年 出荷高 労務費 就業人員 原材料 付加価値額 生産事業所 有形固定資産高 
1992 0.991 0.1247 22,272 0.4095 0.4069 80 990億円 








































図 1-4-5 合繊繊維と炭素繊維の関連図 
 
 





























は、航空機用 38％、圧力容器・パソコン筐体用 43％、スポ－ツ用 19％である。航空機用では、
















































































































































                                                   
（1）東レ有価証券報告書（2015）2頁、12頁。 
 













































































                                                   




















































































3-5全方位ステ－クホルダ－貢献のケース・スタディ結果   
1）東レの取り組み方針 



















































































三井化学の経営概況（14 年度実績）では、売上高が、1.55 兆円であり、営業利益が 420 億
円で、営業利益率が 2.7％である。設備投資費は、好調な機能性化学などの強化に資するため













                                                   
（1）三井化学有価証券報告書（2015）1頁、9－11頁、23－24頁、30－31頁。 









































































                                                   



















                                                   



































                                                   
（7）三井化学（2013 b.）（http://www. jp.mituicem.coｍ. /tecno . 2013.06.13.）（2013.06.30.）。 
（8）三井化学（2013ｃ.）（http://www. jp.mituicem.coｍ. /corporate management . 2013.06.13.）（2013.07.15.）。 















































億円であり、営業利益率が 5.8％である。表 5-1-1 JFEホ－ルディングス（JFEスチ－ル）
の経営概況（14年度実績）（）の通りである。本数字は、JFEスチ－ル社が、持株会社 JFE
ホ－ルディングスの主要構成会社であることから全体の状況を示す。 
表 5-1-1 JFEスチ－ル（JFEホ－ルディングス）の経営概況（14年度実績） 










参考、部門別の売上高は、鉄鋼・素材事業 75％、商社事業 15％そしてエンジニアリング事業 10％である。 
ただし、セグメント別の営業利益の公表はない。 




















































































                                                   
 











研究があり、成果が出ている。         
 





































































グル－プ CSR会議（議長は社長で 3か月に 1回開催）が設置されている。同時に、グル－
プを横断するグル－プコンプライアンス委員会、グル－プ環境委員会やグル－プ内部統制
委員会などがある。その結果を JFEグル－プ CSR会議へ報告する仕組みが作られている。


















































































































































  （本論の主題に関連したインタビュ－の状況の報告） 
回答を、七つの要点に集約する。 
                                                                                                                                                





































のために可能であると評価できる。   
注：1.MOBIOは、「ものづくりビジネスセンタ－大阪」の略称です。 
2.JAXAは、日本航空宇宙研究開発機構の略称です。 













表 6-3-1 東大阪市の部素材メ－カ－における顧客との融合化開発体制の機能対比表 




































































短所 暗黙知の漏洩 暗黙知の漏洩 おのずと 限界あり おのずと 限界あり 





































































サ－クルを保有する。2 社が JIS 関連認定工場マ－ク取得済みである。4 社が ISO9001 と
24001 を両方とも所有している。すでに欧米などの先進国に単独輸出を実現している。
ISO9001 が 2社で、表示なしが 1社のみである。しかも、1社が、QCサ－クルを実施に併
行して ISO9001と 24001も保有する。  
                                                   


















 表 6-4-1東大阪市産業クラスタ－の部素材メ－カ－上位 10社 







0.45 17 QCサ－クルなし 
鉄鋼 多久製作所 耐食性管継手 5.6 373 QCサ－クルあり 
鉄鋼 ケ－エステクノス 車両用部品 0.8 100 ISO9001・14001保有 
鉄鋼 サクラテック 亜鉛・アルミ合金でのメッキ
鉄線（ガンバル Z） 
0.995 41 JIS関連認定有 
鉄鋼 大阪精工 冷間圧造部品（1000Tプレス
保有） 
0.44 246 ISO9001・14001保有 
鉄鋼 鹿児島金属 金属部品と特殊ボルト 0.96 170 ISO9001・14001保有 
鉄鋼 福光精機 炭素鋼・合金鋼加工 0.29 28 ISO9001保有 
鉄鋼 ヤマコ－ 金型の全工程を自動化 0.45 50 ISO9001保有 
化学 関西パテ火工 パテとシ－リング材 0.45 45 JIS関連 3認定有 
化学 大和化成商事 非帯電マスキングフィルム 0.5 20 QCサ－クルあり ISO9001・
14001保有 
合計 （10社平均で表示）  1.16 112 全体で 1116人 
売上損益は非公開 
出所：東大阪市（2013ｃ.）（http//www.techplaza.city higasiosaka. jp.2013.01.01.）（2013.06.10.）をもとに作成。 
                                                   

































































































































































約関係が存在している。②同時に、東レの A-Aセンタ－や E-Eセンタ－や JFEスチ－ルに










































































ルミッタル（ルクセンブルグ）（ArcelorMittal、以下AM 社）で、売上 939 億ドル（純利
益 2.4％）である。米国の第一位が、US STEEL で、売上 199 億ドル（純利益△0.3％）
である。付加価値率は、前者が 23.5%、後者が 25.4％である。規模の中間位置に、新興国
勢の中国や韓国のメ－カ－が存在する。付加価値率は、11～16％でともに欧米に比し劣位
にある。（宝山鋼鉄 11.6％と POSCO16.4％）日本の鉄鋼大手 4 社計の分析結果がある。
2011 年の売上が 6.8 兆円（純利益△1.9％）で、その場合の付加価値率が 16.3％と同様に


















                                                   
（2）日本鉄鋼連盟（2012）224－230頁。 
 
（3）ArcelorMittal（2015）（http://www.corporate arcelormittal com. /investors/results. 2015.03.23.）（2015.04.30.）。 













BASF および Doｗ Chemical と三井化学、三菱化学ホ－ルディングスおよび住友化学な
どの各社を比較して基礎・石油化学から撤退し、高付加価値製品に集中しているほど営業
利益率も高いと指摘する。 
Du Pont は、基礎・石油化学比率 0％で、営業利益率 15％、BASF は、基礎・石油化
学比率 25％で、営業利益率 10％、Doｗ Chemical は、基礎・石油化学比率 43％で、営
業利益率 7％とある。日本については、三井化学は、基礎・石油化学比率 75％で営業利益
率 0％、三菱化学ホ－ルディングスは、基礎・石油化学比率 51％で営業利益率 3％、住友
化学は、基礎・石油化学比率 25％で営業利益率 2％である。高い営業利益率を得ている
Du Pont や BASF の世界企業は、すでに、基礎・石油化学企業を脱却しており、日本を
代表する各社が基礎・石油化学から脱却できていないことを問題点としている。（7）これを、
吟味する。                       





展開型であることが解る。一方、BASF や Doｗ Chemical は同じような多角化の米国型
の展開をしている分野も多いが、基礎・石油化学を傘下に置くことの優位性を考えて源流
の分野も含めた垂直展開型となっている。 
 日本の化学メ－カ－のこの時点の規模の順位は、三菱化学ホ－ルディングス 10 位、三
井化学 15 位、住友化学 16 位である。この問題は、幾つかの視点からの考察が必要である。   
その前に、この化学工業の究極の業績を示したモデルがある。それは、2010 年度の売上






                                                   
（6）日本化学工業協会（2012）18 頁。 
 
（7）経済産業省（2014） 52 頁。 
 
 






































                                                   




































                                                   

化学工業分野の日銀方式の付加価値分析は、三井化学、13.1*％、三菱化学ホ－ルディングス、22.5*％である。（2013
年有価証券報告書から作成。一部に推定値を含む。）しかし、よく利用されている EBITDA（earnings before interest, 











































































                                                   

















































































                                                   

































































実現が着々と進行していることも事実であり早期の実現が必要である。                                                         
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図 4-3-1 三井化学の高屈折率化学メガネレンズ MR6融合化開発流れ図 
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